No.6/6

（様式第１－別紙１）

事　業　計　画　書

　１　申請者の概要

（１）代表企業
	申請者（代表企業）

	
	フリガナ：
名　　称：
 代表者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
業種：

資本金：

従業員数：

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：



（２）連携企業　
	連携企業①

	
	フリガナ：
名　　称：
 代表者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
業種：

資本金：

従業員数：

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


	連携企業②

	
	フリガナ：
名　　称：
 代表者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
業種：

資本金：

従業員数：

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名および役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


２　直近３期分の決算状況　　　　　　　　　　　　　　　　（　　月決算、単位：千円）

	
	　　　年度
	　　　年度
	　　　年度

	固定資産
	
	
	

	総資産
	
	
	

	借入金総額
	
	
	

	自己資本
	
	
	

	売上高
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期利益
	
	
	


※ 代表企業の決算状況を記入

３　事業の概要等
	Ⅰ．事業名

	

	Ⅱ．事業の目的・概要

	事業期間
	令和　　年　　月　　～　　令和　　年　　月

	目的と概要
	

	開発が必要な理由
	（現状、課題等）



	
	（市場ニーズ等）

	開発する新製品、新技術、新サービスの特徴・優位性について
	

	開発する新製品、新技術、新サービスと既存事業との関係性について
	

	事業化スケジュール　※２年目の到達目標については連携事業枠を申請の場合記入すること

	１年目の到達目標
	

	実施項目
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２年目の到達目標
	

	実施項目
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ⅲ．地域産業への波及効果等　　※連携事業枠に申請の場合記入すること

	波及効果
	（開発する新製品、新技術、新サービスを活用することによる効果）



	
	（同業種へ与える効果）



	
	（地域産業全体に与える効果（異業種など））



	Ⅳ．収支等計画書（代表企業の当該事業分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
※補助期間2年目は連携事業枠に申請の場合記入すること

	
	補助期間
	補助期間終了後

	
	１年目
	２年目
	１年目
	２年目
	３年目

	①売上高
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	

	③売上総利益

（①－②）
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	

	研究開発費
	
	
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	
	
	

	　その他
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	

	⑥営業外収益
	
	
	
	
	

	⑦営業外費用
	
	
	
	
	

	⑧経常利益

（⑤＋⑥－⑦）
	
	
	
	
	

	⑨人件費
	
	
	
	
	

	⑩減価償却費
	
	
	
	
	

	⑪従業員数
	
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	
	

	補助金
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	


４　事業の実施体制

	Ⅰ．事業体制（図）

	

	Ⅱ．連携体の役割分担　※連携事業枠に申請の場合記入すること

	企業名
	役割

	
	

	
	


５　事業終了後の計画
	Ⅰ．市場開拓の見通し

	


